
地震・津波災害への備え

平成25年11月20日

沖縄総合事務局

沖縄県における地震・津波の可能性

発生年月日 災害原因 被害状況 被害地域

1771年（明和8年）
4月24日

明和の大津波
（八重山地震）

死者11,757名 石垣島を中心に
県下全域

1958年（昭和33年）
3月11日

石垣島北東沖
地震

死者2名
負傷者4名

石垣島、西表島、
宮古島

1960年（昭和35年）
5月23日

チリ沖地震の
津波

死者3名
浸水1,415棟

県下全域

1966年（昭和41年）
3月13日

与那国島近海
地震

死者2名
全半壊3棟

与那国島

1996年（平成4年）
11月18日

西表島近海地
震

1,336回の有感
地震

西表島で震度５

1999年（平成7年）
10月18日

奄美大島近海
地震

建物や港湾施
設に亀裂等

喜界島で震度５

【沖縄県に被害をもたらした主な地震・津波】

【南海トラフ巨大地震の被害想定（中央防災会議）】

沖縄も決して他人事ではない！

最大津波高（満潮位・地殻変動考慮）：沖縄県 ５ｍ

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画（中間とりまとめ）

【東日本大震災の教訓を踏まえた、南海トラフ巨大地震発生時における応急活動計画】



TEC‐FORCE（緊急災害対策派遣隊）の概要

TEC‐FORCEの活動（東日本大震災）

TEC‐FORCEの活動（台風26号東京都大島町）



沖縄で災害が発生し、空路・海路が断たれた場合、県外からの応援に時間を要するため、自分達だけで災害
対応を行うための備えを構築しておくことが必要。

島嶼のため、島外との運輸・物流は、海路・空路に限られる
→港湾・空港の被災状況によっては島外からの支援受入困難、孤立化
→災害対応要員や物資の不足による災害対応活動の遅延や停滞

電力、石油・ガス等の燃料、上下水道の主要な施設は海岸低平地に立地
→通信、ライフライン施設の被災による通信障害、停電、石油等の供給制限
→ライフライン復旧長期化による生活環境の悪化、復興の遅延や経済の停滞

主要道路網は、海岸低平地区間も多い
→道路網の寸断による被災者や集落の孤立
→道路アクセスや物流機能が確保されないと被災者救助や復旧活動の展開が困難

関係する機関自らも被災している。

県
外
地
域

空路・海路

災害対応に向けられ
る資源（ヒト・モノ）が

限られる。

大規模地震・津
波災害発生

沖縄県域

想定される発災直後の状況

沖縄防災連絡会（H24.11.20設立）

関係機関が連携し、想定される発災後の状況や課題を踏まえ、迅速且つ的確な被災者の救助・救援や被災
地域の早期復旧・復興を行うことが必要。

【沖縄防災連絡会構成機関】 （３０機関＋オブザーバー３機関）
○国関係

内閣府沖縄総合事務局、総務省沖縄総合通信事務所、国土交通省大阪航空局那覇空港事務所、国土交通省国土地理院沖縄支所、
気象庁沖縄気象台、海上保安庁第１１管区海上保安本部、経済産業省那覇産業保安監督事務所

○県関係
沖縄県、沖縄県警察本部、那覇港管理組合

○交通・ライフライン・通信関係
西日本高速道路(株)九州支社沖縄高速道路事務所、（社）沖縄県バス協会、（社）沖縄県ハイヤー・タクシー協会、（社）沖縄県トラック協会、
（社）沖縄県倉庫協会、沖縄電力（株）、南西石油（株）、沖縄出光（株）、（株）りゅうせき、沖縄県石油商業組合、（社）沖縄県高圧ガス保安協会、
沖縄ガス（株）、西日本電信電話（株）沖縄支店、（株）ＮＴＴドコモ九州支社沖縄支店、沖縄セルラー電話（株）、ソフトバンクモバイル（株）

○建設業関係
（社）沖縄県建設業協会、（一社）日本道路建設業協会沖縄支部、沖縄県港湾空港建設協会

○消防関係
那覇市消防本部

○オブザーバー
陸上自衛隊第１５旅団司令部、海上自衛隊沖縄基地隊、航空自衛隊南西航空混成団司令部

※検討に使用する地震・津波外力は、現時点では内部検討用の暫定値。

検討課題 検討結果（連絡会活動成果）検討体制（部会）

→各機関の防災業務計画
見直し等への活用

→より実効性の高い災害
対応手順の作成

Ⅰ．道路・港湾・空港
機能の早期復旧

①直轄国道の啓開・復旧のあり方検討部会
②主要港湾の啓開、機能復旧のあり方検討部会
③那覇空港の機能復旧のあり方検討部会

Ⅱ．電力・石油燃料や
物資等の供給確保

④石油・ガス部会
⑤電力部会
⑥災害時の支援物資物流に関する検討部会

Ⅲ．情報共有や非常
通信手段の確保

⑦災害時の情報共有や通信手段の確保に
関する検討

⑧地理空間情報の共有に関する検討部会

Ⅳ．災害対応課題検
証や対応力向上

⑨訓練検討部会

○部会等成果の共有

○大規模災害応急復旧対応に
おける情報共有、連携体制
の構築

○課題検証、情報共有や連携体制
構築等について、訓練等による
継続的なフォローアップ

◆テーマや
部会間等
の成果の
整合

◆相互調整
等による
課題改善

部会構成機
関以外の機
関の
協力など

沖縄防災連絡会での検討・取組状況

４つの検討課題について、 ９つの部会を設置し、それぞれの関係機関が集まって、議論を進めている最中。

道路の啓開

道路啓開 ： 瓦礫を処理したりして、道路を通行できるように切り開くこと

啓開前（3月12日午後） 啓開後（3月13日15時）

東日本大震災の際、道路啓開により、救命・救援ルートが確保され、救急車や警察、
自衛隊などの緊急車両が通行可能となり、医療チームも被災地に入ることができ、
支援物資も届けられることとなった。
その際、余震が続き、津波警報が出されている中、「一人でも多くの命を助けるため
に」という思いで作業に当たった、地元の建設会社の方達の活躍があった。



道路の啓開（東日本大震災）

くしの歯作戦

３．１．３３．１．３ （仮称）津波防災道路の考え方（案）（仮称）津波防災道路の考え方（案）
□（仮称）津波防災道路のイメージ図

※道路ネットワークが脆弱な北部地域は、幹線道路の流橋等で通行が寸断され、孤立集落となる可能性がある。その場
合は、林道等の迂回路を検討、もしくは、他機関と連携し、陸路以外の海路、空路による救援ルートを検討する。

沖縄版くしの歯作戦（概念図）

沖縄総合事務局
（災害対策本部）

与那原維持出張所

道の駅 かでな

許田ＩＣ

伊芸ＳＡ

北部国道事務所

名護維持出張所

南部ブロックⅠ
南部ブロックⅡ

中部ブロックⅡ

中部ブロックⅠ

北部ブロックⅠ

北部ブロックⅡ

北部ブロックⅢ

※与那原維持出張所は、中部
ブロックⅡも担当する。

北部国道事務所 名護維持出張所

※名護維持出張所は、北部ブロックⅠ、
Ⅱも担当するが、交通が寸断される
場合には、NEXCOと連携し、許田IC
や伊芸SAの一部を活動拠点とする。

道の駅 いとまん

※防災拠点化の検討が行われている道の駅いとまん
は、啓開後に活動拠点として位置付ける

沖縄版くしの歯作戦（津波啓開活動拠点からの展開図）



防災ヘリコプター

災害対策本部車

照明車

排水ポンプ車

災害発生初動時
や災害危険箇所
の調査を行う。

現地対策本部とし
て現場指揮、情報
収集、対策検討等
行う。

夜間における現場の
復旧作業、監視など
の照明に使用する。

冠水等が発生した
際に浸水等の被
害を最小限に抑え
るために使用する。

沖縄総合事務局災害対策用の資・機材

衛星通信車

通信衛星を介して
高度な通信回線
の確保を行う。

Ku‐SAT
（可搬式衛星通信機器）

主に災害初期に
通信衛星を介し
て通信の確保を
行う。

アンテナ、受信機器設営状況（村役場屋上） 受信機器、監視モニター設営状況（村役場内）

照明車３台配置（災害現場内）

国道５８号隣接法面崩落状況全景

法面崩落状況近景

資・機材の活用例（大宜味村：H24台風15号）

照明車（南部国道）

照明車（南部国道）

照明車（北部国道）

仮設やぐら及びカメラ設置箇所

平成２４年の台風１５号により、大宜味村根路銘において、国道５８号隣接法面が崩落した際に、照明車３台、
標識車２台、監視カメラ１台を配置するとともに、Ku-SATを災害現場と村役場に設置し、土砂崩壊現場の画
像を村役場でも24時間体制で監視できるようにした。


